
１．平成25年4月1日より、一般社団法人への移行に伴い「公益法人会計基準」（平成20年4月11日　平成21年10月16日改正　内閣府公益認

定等委員会）を採用している。

２．重要な会計方針

(1) 棚卸資産の評価基準及び評価方法

貯蔵品 ･･･ 総平均法による原価法を採用している。

(2) 固定資産の減価償却方法

建物付属設備 ･･･ 定率法による減価償却を採用している。

　　　　　　　　　 但し､20万円未満のものは3年均等償却､20万円以上30万円未満のものは即時償却を

　　　　　　　　　 採用している。

什 器 備 品 ･･･ 定率法による減価償却を採用している。

但し､20万円未満のものは3年均等償却､20万円以上30万円未満のものは即時償却を

　　　　　　　　　 採用している。

ソフトウェア ･･･ 定額法による減価償却を採用している。

リース資産 ･･･ 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、

リース期間を耐用年数とし残存価額を零とする定額法を採用している。

(3) 引当金の計上基準

退職給付引当金 ･･･

役員退職慰労引当金 ･･･

計上している。

賞与引当金 ･･･ 職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を

計上している。

(4) リース取引の処理方法

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を耐用年数とし残存価額を零とする

定額法を採用している。

(5) 消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込方式を採用している。

３．特定資産の増減額及びその残高

特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

（単位：円）

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

退職給付引当資産 50,074,000 7,569,000 50,000 57,593,000

保証貸付準備積立資産 200,000,000 200,000,000 200,000,000 200,000,000

震災等支援積立資産 9,972,646 0 0 9,972,646

試験講習事業積立資産 299,990,170 550,009,830 550,000,000 300,000,000

保証基金預り資産 1,532,577,700 850,023,469 814,159,251 1,568,441,918

保証預託預り資産 301,824,934 216,539,930 153,088,601 365,276,263

2,394,439,450 1,824,142,229 1,717,297,852 2,501,283,827

財務諸表に対する注記

特定資産

科目

なお、リース取引開始日が会計処理基準適用初年度開始前のリース取引については、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準
じた会計処理を適用している。

役員の退職慰労金の支給に備えるため、常勤役員退職金支給規定に基づく期末要支給額を

職員の退職給付等に備えるため、当年度末の要支給額に相当する金額を計上している。

合　　　　　　　計



４．特定資産の財源等の内訳

特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）

当期末残高
(うち指定正味財
産からの充当額)

(うち一般正味財
産からの充当額)

(うち負債に対応する額)

退職給付引当資産 57,593,000 0 0 57,593,000

保証貸付準備積立資産 200,000,000 0 200,000,000 0

震災等支援積立資産 9,972,646 0 9,972,646 0

試験講習事業積立資産 300,000,000 0 300,000,000 0

保証基金預り資産 1,568,441,918 0 28,109,332 1,540,332,586

保証預託預り資産 365,276,263 0 0 365,276,263

2,501,283,827 0 538,081,978 1,963,201,849

５．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は次のとおりである。

（単位：円）

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

建物付属設備 9,591,535 8,108,330 1,483,205

什器備品 24,192,086 22,439,696 1,752,390

ソフトウェア 14,587,186 7,501,133 7,086,053

リース資産 4,542,480 1,589,868 2,952,612

52,913,287 39,639,027 13,274,260

６．重要な後発事象　

重要な後発事象はない。

科目

合　　　　　　　計

特定資産

合　　　　　　　計

科目


